
株主各位

第104回定時株主総会その他の電子提供措置事項
（交付書面省略事項）

連 結 注 記 表
個 別 注 記 表
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連結注記表
継続企業の前提に関する注記
該当事項はありません。

連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記
１．連結の範囲に関する事項
（１）連結子会社の数 １５社（前連結会計年度 １５社）

台湾日鍛工業股份有限公司、U.S.エンジンバルブコーポレーション、U.S.エンジンバルブ（パートナー
シップ）、PT.フェデラルニッタンインダストリーズ、ニッタンタイランドCo.,Ltd.、広州日鍛汽車部件有
限公司、NITTAN（BVI）Co.,Ltd.、ニッタン・ユーロ・テック sp.z o.o.、ニッタンベトナムCo.,Ltd.、
ニッタン・グローバル・テック株式会社、ニッタンインディアテックPvt. Ltd.、日照日鍛汽車部件有限公
司、株式会社秦和、株式会社ＮＩＴＴＡＮ恵那金属、恵那金属(昆山)有限公司

（２）非連結子会社の数 1社
韓国日鍛株式会社
非連結子会社の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等

は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないので連結の範囲から除外しております。

（3）連結範囲の変更
当連結会計年度において、連結の範囲に重要な変更はありません。

２．持分法の適用に関する事項
（１）持分法を適用した会社

新和精密株式会社 他４社

（２）持分法を適用しない非連結子会社または関連会社の名称等
持分法を適用していない非連結子会社
韓国日鍛株式会社
持分法を適用していない関連会社
ＳＴＰ株式会社
持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社は、連結純損益（持分に見合う額）及び連結利益剰

余金（持分に見合う額）等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適
用から除外しました。持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の事業
年度に係る財務諸表を使用しております。
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３．連結子会社の事業年度等に関する事項
ニッタンインディアテックPvt. Ltd.
連結決算日と同一であります。

台湾日鍛工業股份有限公司、U.S.エンジンバルブコーポレーション、U.S.エンジンバルブ（パートナーシ
ップ）、PT.フェデラルニッタンインダストリーズ、ニッタンタイランドCo.,Ltd.、広州日鍛汽車部件有限公
司、NITTAN（BVI）Co.,Ltd.、ニッタン・ユーロ・テック sp.z o.o.、ニッタンベトナムCo.,Ltd.、ニッタ
ン・グローバル・テック株式会社、日照日鍛汽車部件有限公司、株式会社秦和、株式会社ＮＩＴＴＡＮ恵那
金属、恵那金属(昆山)有限公司
決算日は12月31日であり、連結決算日との差は３ケ月以内であるため、当該連結子会社の事業年度に係

る財務諸表を基礎として連結を行っております。
但し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

４．会計方針に関する事項
（１）有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの………時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価 は移

動平均法により算定しております。）
市場価格のない株式等…………移動平均法による原価法

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法
棚卸資産…………… 主として総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法）によっております。

（３）固定資産の減価償却の方法
有形固定資産…………
（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

無形固定資産
（リース資産を除く）
ソフトウェア……… 自社利用のソフトウェアについては、社内における利用見込可能期間（５年）に

基づく定額法によっております。

リース資産…………… リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

（４）引当金の計上基準
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貸倒引当金………… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、主として一般債権については貸倒実績率によ
り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込
額を計上しております。

賞与引当金………… 従業員に対する賞与の支払に充てるため、将来の支給見込額のうち、当連結会計年度
の負担額を計上しております。

役員賞与引当金…… 役員に対する賞与の支払いに充てるため、当連結会計年度の業績等に基づき算定して
おります。

（５）収益及び費用の計上基準
当社グループは、以下の５ステップアプローチに基づき、収益を認識しております。
ステップ１：顧客との契約を識別する。
ステップ２：契約における履行義務を識別する。
ステップ３：取引価格を算定する。
ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する。
ステップ５：履行義務を充足した時にまたは充足するにつれて収益を認識する。

当社グループは、乗用車・二輪車・トラック・バス・汎用製品等の小型エンジンバルブ、船舶用エンジン
バルブ、自動車用電磁式連続カム位相可変機構、自動車・トラック・農業機械・建設機械・産業機械等の精
密鍛造歯車の製造・販売を主な事業として行っております。このような製品の販売については、顧客が製品
の支配を獲得した時点（主に当該製品の引渡時点や船積日等）で履行義務が充足されると判断し、収益を認
識しております。なお、国内の販売においては、出荷時から顧客による検収時までの期間が通常の期間であ
る場合には、出荷時に収益を認識しております。
変動対価が含まれる取引については、過去の経験、最新の情報に基づく最頻値法を用いて見積り、認識し

た収益の著しい減額が発生しない可能性が高い部分に限り取引価格に含めております。
買戻し契約に該当する一部の有償支給取引については、金融取引として棚卸資産を引き続き認識するとと

もに、支給先に残存する支給品の期末棚卸高については金融負債を認識しております。
上記の他、工作機械の製造・販売におけるメンテナンス契約に伴う収益については、履行義務を充足する

につれて一定期間にわたり収益を認識しております。

これらの履行義務に対する対価は、履行義務充足後、別途定める支払条件により概ね3ヶ月以内に回収し
ており、重大な金融要素は含んでおりません。

（６）退職給付に係る会計処理の方法
①退職給付見込額の期間帰属方法

退職金規程のある会社では、従業員の退職給付の支給に備えるため、当連結会計年度における退職給付
債務及び年金資産見込額に基づき、当連結会計年度末において発生していると認められる額を計上してお
ります。
退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額の期間帰属方法は、給付算定式基準を採用しておりま
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す。
②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数（10年）による定額法により
発生年度より費用処理することとしております。
数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数（10年及び15年）によ

る定額法により按分した額を翌連結会計年度から費用処理することとしております。

（７）ヘッジ会計の方法
①ヘッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジ処理を採用しております。
なお金利スワップについては、特例処理の要件を満たしている場合には、特例処理を採用しております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段･････金利スワップ取引、及び為替予約取引
ヘッジ対象･････借入金利息、及び外貨建金銭債権または外貨建予定取引

③ヘッジ方針
借入金の金利の変動リスクを回避する目的で、金利スワップを行っております。
外貨建金銭債権または外貨建予定取引の為替変動リスクを回避する目的で為替予約を行っております。

④ヘッジの有効性評価の方法
金利スワップについては特例処理の要件を満たしており、その判定をもって有効性の評価に代えており

ます。
為替予約については、ヘッジ対象とヘッジ手段について、相場変動額またはキャッシュ・フロー変動額

を、ヘッジ期間全体にわたり比較し、有効性を評価しております。
（８）重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し
ております。
なお、在外子会社の資産及び負債並びに収益及び費用は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は純資産の部における非支配株主持分及び為替換算調整勘定に含めて計上しております。
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会計上の見積りに関する注記
１．稼働中の固定資産に係る減損
（１）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

減損損失415,101千円（うち、当社会社歯車事業固定資産に係る減損損失415,101千円）
有形固定資産及び無形固定資産26,181,833千円（うち、当社有形固定資産及び無形固定資産

10,684,866千円）

（２）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
当連結会計年度においては、緩やかな回復基調で推移したものの、中東情勢をはじめとする国際情勢の

不安定化等に起因する先行きの不透明感なども踏まえ、当社及び子会社の一部について、減損の兆候が認
められたことから、減損損失認識の判定を行った結果、当社歯車事業の資産グループにおいて減損損失を
計上しました。なお、それ以外の資産グループにおいては、それらの資産グループから得られる割引前将
来キャッシュ・フローの総額がそれぞれの資産グループの固定資産の帳簿価額を上回ったことから、減損
損失は認識しておりません。
減損損失の測定にあたっては、固定資産の回収可能価額を、正味売却価額と使用価値のいずれか高い価

額により算定しております。回収可能価額を正味売却価額により測定する場合には、時価から処分費用見
込額を控除して算定しており、不動産については専門家が作成した鑑定評価書を基礎として見積っており
ます。また、使用価値により測定する場合には、将来キャッシュ・フローを割引率により現在価値に割り
引いて算定しております。当社の歯車事業に係る資産グループについては、当該資産グループから生じる
将来キャッシュ・フローでの回収を見込むことができないと判断したことから、帳簿価額を備忘価額まで
減額し、当該減少額を減損損失として計上しております。
将来キャッシュ・フローは、顧客からの受注情報を基本とした上で、市場における当社の実績に基づく

予測を加味して策定し、取締役会で承認された中期経営計画と、中期経営計画が策定されている期間を超
えている期間については、市場の長期平均成長率の範囲内に見積った成長率に基づき算定しております。
使用価値及び将来キャッシュ・フローの算出に用いる主要な仮定は、中期経営計画に含まれる売上高の

構成要素である受注数量及び販売単価、営業費用の構成要素である主要原材料費の見積り、中期経営計画
後の成長率、並びに割引率であります。また、正味売却価額の算出に用いる主要な仮定は、不動産の市場
価格及び処分費用の見積りであります。
これらの仮定が変更された場合には、翌連結会計年度の連結計算書類に重要な影響を与える可能性があ

ります。
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連結貸借対照表に関する注記
１．資産につき設定している担保権の明細
（１）担保に供している資産 (単位：千円)

建物及び構築物 93,021千円
土地 4,426千円
計 97,447千円

上記資産のうち、建物及び構築物、土地の一部については根抵当権（極度額499,000千円）を設定してお
ります。

（２）担保に係る債務
上記に該当する債務はありません。

２．有形固定資産の減価償却累計額 86,637,965千円

連結株主資本等変動計算書に関する注記
１．当連結会計年度末における発行済株式総数 28,978,860株

２．新株予約権に関する事項

区分 新株予約権
の内訳

新株予約権の
目的となる
株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数 当連結会計
年度末残高
（千円）当連結会計

年度期首
当連結会計年
度増加

当連結会計年
度減少

当連結会計年
度末

当社 第一回
新株予約権 普通株式 株

ー
株

1,555,200
株
ー

株
1,555,200 2,177千円

当社

第一回
無担保転換
社債型新株
予約権付
社債

普通株式 株
ー

株
2,324,000

株
ー

株
2,324,000 （注2）

合計 ー 3,879,200 ー 3,879,200 2,177千円

注）１．目的となる株式数は、新株予約権が権利行使されたと仮定した場合における株式数を記載しています。
２．転換社債型新株予約権付社債については、一括法によっております。
３．目的となる株式の数の変動事由の概要 増加理由は発行によるものです。
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３．配当に関する事項
（１）配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の
総額（千円）

１株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

2025年６月20日
株主総会 普通株式 172,650 6 2025年

３月31日
2025年
６月23日

2025年10月31日
取締役会 普通株式 201,638 7 2025年

９月30日
2025年
12月5日

計 374,288
（２）基準日が当連結会計年度に属する配当金のうち、効力発生日が翌連結会計年度となるもの

2026年６月24日の定時株主総会の議案として普通株式の配当に関し、次のとおり提案しております。
① 配当金の総額 374,469千円
② １株当たり配当額 13円
③ 基準日 2026年３月31日
④ 効力発生日 2026年６月25日

なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。
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金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項
（１）金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、資金調達については銀行借入や社債及
び転換社債型新株予約権付社債による方針です。デリバティブは、主として一部の長期借入金の金利変動
リスクを回避するために利用し、投機的な取引は行っておりません。

（２）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関して

は、当社グループの与信管理規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引
先の信用状況を半年ごとに把握する体制としております。
投資有価証券は、市場価格の変動リスクに晒されております。当該リスクに関しては、主に業務上の関

係を有する企業の株式であり、定期的に時価を把握しております。
営業債務である支払手形及び買掛金は、ほとんど１年以内の支払期日であります。
借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金（原則として７年以内）

は主に設備投資に係る資金調達であります。変動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒されておりま
す。当該リスクに関しては、一部の長期借入金については、支払金利の変動リスクを回避し支払利息の固
定化を図るために、個別契約ごとにデリバティブ取引（金利スワップ）をヘッジ手段として利用しており
ます。ヘッジの有効性の評価方法については、金利スワップの特例処理の要件を満たしているため、その
判定をもって有効性の評価を省略しております。
転換社債型新株予約権付社債（償還期間5年間）は、一定の条件の下で当社普通株式に転換可能な権利

を有しております。当該転換社債型新株予約権付社債は、市場金利の変動に伴う価格変動リスクに加え、
当社株価の変動による転換価値の変動リスクを有しております。
営業債務や借入金、転換社債型新株予約権付社債は流動性リスクにさらされておりますが、適時資金繰

りを確認する等の方法により管理しております。

（３）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採
用することにより、当該価額が変動することもあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項
2026年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について

は、次のとおりであります。なお、市場価格のない株式等（連結貸借対照表計上額1,763,246千円）は、「そ
の他有価証券」には含めておりません。また、現金は注記を省略しており、預金、受取手形及び売掛金、支払
手形及び買掛金、並びに短期借入金については、短期間で決済されるため、時価が帳簿価額に近似するもので
あるから、記載を省略しております。

（単位：千円）
属 性 連結貸借対照表

計上額 時価 差額

（１）投資有価証券
その他有価証券 5,068,875 5,068,875 ー

資 産 計 5,068,875 5,068,875 ー
（２）転換社債型新株予約権付社債 1,494,500 1,469,230 △25,269
（３）長期借入金 7,098,892 7,006,313 △92,579

負 債 計 8,593,392 8,475,544 △117,848

※長期借入金には１年以内返済予定の長期借入金（2,443,739千円）を含んでおります。

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに
分類しております。

レベル１の時価：同一の資産または負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接または間接的に観察可能なインプットを用いて算定し
た時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ
れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

投資有価証券
上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価をレ

ベル１の時価に分類しております。

デリバティブ取引
金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているた

め、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております（下記「長期借入金」参照）。
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転換社債型新株予約権付社債
当社の発行する転換社債型新株予約権付社債の時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リス

クを加味した利率を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

長期借入金
これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割引現在価

値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。なお、変動金利による長期借入金は金利スワッ
プの特例処理の対象とされており（上記「デリバティブ取引」参照）、当該金利スワップと一体として処理され
た元利金の合計額を用いて算定しております。

１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 1,075円 46銭
１株当たり当期純利益 77円 35銭
潜在株式調整後 １株当たり当期純利益 75円 59銭

重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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収益認識に関する注記
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報
当社グループの主たる地域別、収益の分解と主たる製品及びサービスとの関連は次のとおりであります。

（単位：千円）
報告セグメント その他

（注） 合計小型エンジン
バルブ 舶用部品 歯車 計

地域別
日本
アジア
北米
欧州

11,578,043
16,900,761
9,238,379
3,759,032

5,045,066
ー
ー
ー

1,830,595
ー
ー
ー

18,453,705
16,900,761
9,238,379
3,759,032

2,513,957
781,970

ー
ー

20,967,663
17,682,731
9,238,379
3,759,032

顧客との契約
から生じる収益
その他の収益

41,476,216
ー

5,045,066
ー

1,830,595
ー

48,351,878
ー

3,295,927
28,756

51,647,806
28,756

外部顧客への売
上高 41,476,216 5,045,066 1,830,595 48,351,878 3,324,684 51,676,563

（注）「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、可変動弁、バルブリフター、
工作機械製造販売、機械加工、表面処理、不動産賃貸、ロイヤルティー等を含んでおります。

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「４．会計方針に関する事項 （５）「収
益及び費用の計上基準」」に記載のとおりであります。

３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結会計
年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期
に関する情報
（１） 契約資産及び契約負債の残高等

当社及び連結子会社の契約資産及び契約負債については、残高に重要性が乏しく、重大な変動
も発生していないため、記載を省略しております。また、過去の期間に充足（または部分的に
充足）した履行義務から、当連結会計年度に認識した収益に重要性はありません。

（２） 残存履行義務に配分した取引価格
当社及び連結子会社では、残存履行義務に配分した取引価格については、当初に予想される契
約期間が１年を超える重要な契約がないため、実務上の便益を適用し、記載を省略しておりま
す。また、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はあり
ません。
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その他の注記
追加情報
取得による企業結合
当社は、2026年２月27日開催の取締役会において、韓国の持分法適用関連会社である新和精密株式会社

の株式を韓国の合弁パートナー企業である柳成企業株式会社から16％相当を追加取得し、連結子会社化する
ことについて決議いたしました。また、2026年５月26日付で株式譲渡契約を締結し、2026年６月１日付
で株式取得を予定しております。

１．企業結合の概要
（1）被取得企業の名称及び事業内容

企業の名称：新和精密株式会社
事業の内容：バルブリフターの製造販売

（２）企業結合の目的
当社はこれまで自動車部品の大量生産を中心に事業を行ってまいりました。現在、中長期経営VISION

「NITTAN Challenge 10（NC10）」のもと、新和精密株式会社において北米やインドでの販売拡大を進め
ており、今回の株式追加取得によるマジョリティ化によって、インドにおける当社子会社のニッタンインデ
ィアテックとの連携強化やインド事業の継続的な拡大が期待できます。
本株式取得により、既存技術を活用した新製品開発への取組みを一層推進するとともに、グループ内の経営
資源の共有や事業提携を通じてシナジーを創出し、事業価値の向上を図ることを目的として、株式を取得い
たしました。

（3）企業結合日
2026年６月１日（予定）

（4）企業結合の法的形式
現金を対価とする株式取得

（5）結合後企業の名称
変更はありません。

（6）取得した議決権比率
取得日直前に所有していた議決権比率 35%
取得日に追加取得した議決権比率 16%
取得後の議決権比率 51%
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（7）取得企業を決定するに至った主な根拠
当社が現金を対価として株式を取得したことによるものです。

２．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳
取得の対価 現金 8,174千米ドル
※段階取得における取得原価及び損益は、現時点では確定しておりません。

３．主要な取得関連費用の内容及び金額
現時点では確定しておりません。

４．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
現時点では確定しておりません。

５．企業結合日に受け入れる資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳
現時点では確定しておりません。
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個別注記表
継続企業の前提に関する注記
該当事項はありません。

重要な会計方針に係る事項に関する注記
１．有価証券の評価方法及び評価基準

子会社株式及び関連会社株式……… 移動平均法による原価法
その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの…… 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定）
市場価格のない株式等…………………… 移動平均法による原価法

２．棚卸資産の評価方法及び評価基準
製品、原材料、仕掛品………… 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下

げの方法により算定）
貯蔵品…………………………… 先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切

下げの方法により算定）

３．固定資産の減価償却方法
有形固定資産……… 定額法を採用しております。
（リース資産を除く）

無形固定資産
（リース資産を除く）
ソフトウェア…… 自社利用のソフトウェアについては社内における利用見込可能期間（５年）に基づく

定額法によっております。
リース資産………… リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

４．引当金の計上基準
貸倒引当金………… 売掛債権その他これに準ずる債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘
案し、回収不能見込額を計上しております。

賞与引当金………… 従業員に対する賞与の支払いに充てるため、翌事業年度の支給見込額のうち、当事業
年度の負担額を計上しております。
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役員賞与引当金…… 役員に対する賞与の支払いに充てるため、当事業年度の業績等に基づき算定しており
ます。

退職給付引当金…… 従業員の退職給付の支給に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金
資産見込額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上して
おります。
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数（10年）
による定額法により発生年度から費用処理することとしております。
数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定年
数（10年）による定額法により按分した額を翌事業年度から費用処理することとし
ております。
未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の貸借対照表における取扱いが連結
貸借対照表と異なります。

５．収益及び費用の計上基準
当社グループは、以下の５ステップアプローチに基づき、収益を認識しております。
ステップ１：顧客との契約を識別する。
ステップ２：契約における履行義務を識別する。
ステップ３：取引価格を算定する。
ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する。
ステップ５：履行義務を充足した時にまたは充足するにつれて収益を認識する。

当社は、乗用車・二輪車・トラック・バス・汎用製品等の小型エンジンバルブ、船舶用エンジンバル
ブ、自動車用電磁式連続カム位相可変機構、自動車・トラック・農業機械・建設機械・産業機械等の精密
鍛造歯車の製造・販売を主な事業として行っております。このような製品の販売については、顧客が製品
の支配を獲得した時点（主に当該製品の引渡時点や船積日等）で履行義務が充足されると判断し、収益を
認識しております。なお、国内の販売においては、出荷時から顧客による検収時までの期間が通常の期間
である場合には、出荷時に収益を認識しております。
変動対価が含まれる取引については、過去の経験、最新の情報に基づく最頻値法を用いて見積り、認識

した収益の著しい減額が発生しない可能性が高い部分に限り取引価格に含めております。
買戻し契約に該当する一部の有償支給取引については、金融取引として棚卸資産を引き続き認識すると

ともに、支給先に残存する支給品の期末棚卸高については金融負債を認識しております。
上記の他、工作機械の製造・販売におけるメンテナンス契約に伴う収益については、履行義務を充足す

るにつれて一定期間にわたり収益を認識しております。

これらの履行義務に対する対価は、履行義務充足後、別途定める支払条件により概ね3ヶ月以内に回収
しており、重大な金融要素は含んでおりません。
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６．ヘッジ会計の方法
原則として、繰延ヘッジ処理を採用しております。
特例処理の要件を満たしている金利スワップについて特例処理を採用しております。

７．重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており
ます。

会計上の見積りに関する注記
１．稼働中の固定資産に係る減損
（１）当事業年度の計算書類に計上した金額

減損損失415,101千円（歯車事業固定資産）
有形固定資産及び無形固定資産10,684,866千円

（２）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
当事業年度においては、緩やかな回復基調で推移したものの、中東情勢をはじめとする国際情勢の不安

定化等に起因する先行きの不透明感なども踏まえ、当社の一部について、減損の兆候が認められたことか
ら、減損損失認識の判定を行った結果、歯車事業の資産グループにおいて減損損失を計上しました。な
お、それ以外の資産グループにおいては、それらの資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フ
ローの総額がそれぞれの資産グループの固定資産の帳簿価額を上回ったことから、減損損失は認識してお
りません。
減損損失の測定にあたっては、固定資産の回収可能価額を、正味売却価額と使用価値のいずれか高い価

額により算定しております。回収可能価額を正味売却価額により測定する場合には、時価から処分費用見
込額を控除して算定しており、不動産については専門家が作成した鑑定評価書を基礎として見積っており
ます。また、使用価値により測定する場合には、将来キャッシュ・フローを割引率により現在価値に割り
引いて算定しております。歯車事業に係る資産グループについては、当該資産グループから生じる将来キ
ャッシュ・フローでの回収を見込むことができないと判断したことから、帳簿価額を備忘価額まで減額
し、当該減少額を減損損失として計上しております。
将来キャッシュ・フローは、顧客からの受注情報を基本とした上で、市場における当社の実績に基づく

予測を加味して策定し、取締役会で承認された中期経営計画と、中期経営計画が策定されている期間を超
えている期間については、市場の長期平均成長率の範囲内に見積った成長率に基づき算定しております。
使用価値及び将来キャッシュ・フローの算出に用いる主要な仮定は、中期経営計画に含まれる売上高の

構成要素である受注数量及び販売単価、営業費用の構成要素である主要原材料費の見積り、中期経営計画
後の成長率、並びに割引率であります。また、正味売却価額の算出に用いる主要な仮定は、不動産の市場
価格及び処分費用の見積りであります。
これらの仮定が変更された場合には、翌事業年度の計算書類に重要な影響を与える可能性があります。
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貸借対照表に関する注記
１．有形固定資産の減価償却累計額 45,332,131千円

２．関係会社の金融機関からの借入債務に対し保証を行っております。
ニッタンインディアテックPvt. Ltd. 1,046,816千円
株式会社ＮＩＴＴＡＮ恵那金属 1,360,000千円

計 2,406,816千円
３．関係会社に対する金銭債権債務 短期金銭債権 1,777,909千円

長期金銭債権 514,733千円
短期金銭債務 73,419千円

損益計算書に関する注記
１．関係会社に対する売上高 1,705,847千円
２．関係会社よりの仕入高 1,291,041千円
３．関係会社との営業取引以外の取引高 3,742,481千円

株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数
普通株式 173,517株
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税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別の内訳
繰延税金資産

退職給付引当金繰入超過額 907,811千円
繰越欠損金 469,442千円
関係会社評価損 1,148,593千円
固定資産減損 359,550千円
棚卸資産評価 323,105千円
賞与引当金繰入超過額 127,028千円
そ の 他 100,140千円

繰延税金資産小計 3,435,672千円
繰越欠損金に係る
評価性引当額 △424,237千円

将来減算一時差異に係る
評価性引当額 △2,483,303千円

評価性引当額 △2,907,541千円
繰延税金資産合計 528,131千円

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △1,321,784千円

繰延税金負債合計 △1,321,784千円
繰延税金資産（負債）の純額 △793,652千円
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関連当事者との取引に関する注記
（１）子会社及び関連会社等 （単位 千円）

属性 会社等の名称
議決権の
所有割合
（％）

関連
当事者
との関係

取引の
内容 取引金額 科目 期末残高

子会社
PT.フェデラルニッ
タンインダストリ
ーズ

所有
直接 60.0

原材料の
販売先
技術援助
役員の兼任

鋼材売却等
（注1） 801,024 未収入金 200,602

子会社 ニッタンタイラン
ドCo., Ltd.

所有
直接63.94

原材料の
販売先
技術援助
役員の兼任

鋼材売却等
（注1） 742,504 未収入金 96,070

子会社
U.S.エンジンバル
ブ（パートナーシ
ップ）

所有
間接 51.0

資金の貸付
技術援助
役員の兼任

資金の回収
(注2) 351,760 長期貸付金 430,337

受取利息 15,966 未収入金 9,213

（注）取引条件
1．価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して当社が希望価格を提示し、価格交渉の上で決定しておりま
す。

2．U.S.エンジンバルブ（パートナーシップ）に対する資金貸付は、市場金利を考慮の上で実施されており、返
済期限は2027年12月までと設定しております。なお、本貸付に際して担保の提供は受けておりません。

3．取引金額及び期末残高には、消費税を含めておりません。

１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 822円 94銭
１株当たり当期純利益 74円 66銭
潜在株式調整後 １株当たり当期純利益 72円 97銭

重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

その他の注記
追加情報

子会社株式の取得
連結注記表「追加情報 取得による企業結合」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。
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